
 結果概要 【２０２２年度分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２３年１２⽉２８⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）及び訂正報告をもとに作成

しており、今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は８，３４７．５億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８
３２．２億 kWh（１０．０％）、⽕⼒が６，６６４．０億 kWh（７９．８％）（燃料
種別︓⽯炭 ２，８１３．９億 kWh（３３．７％）、ＬＮＧ ３，０２５．０億 kWh
（３６．２％）、⽯油 ２１４．７億 kWh（２．６％）ほか）、新エネルギー等※が６０
９．４億 kWh（７．３％）、原⼦⼒が５３５．２億 kWh（６．４％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く７８２．６億 kWh（９．４％）で、次いで神
奈川県が７５４．０億 kWh（９．０％）、愛知県が６６７．５億 kWh（８．０％）であっ
た。 

 

※ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギー
等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計上し
ている。 

 
 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
８，６６５．４億 kWh で、対前年同⽉⽐１．７％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は８，２２２．０億 kWh（内訳︓特別⾼圧 ２，１
８７．０億 kWh、⾼圧 ２，８３４．８億 kWh、低圧 ３，０４４．５億 kWh（電灯 
２，７０２．２億 kWh、電⼒ ３４２．３億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐１．８％減と
なった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は１，０２９．８億 kWh、その
他需要（⾃由料⾦）※３は２，０１４．７億 kWh となり、その他需要の占める割合は６６．
２％であった。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１，５５２．１億 kWh（内訳:特別⾼圧 １７１．６億 kWh、
⾼圧 ６１５．２億 kWh、低圧 ７６５．３億 kWh（電灯 ７０１．６億 kWh、電⼒ ６
３．８億 kWh））で、販売電⼒量全体に占める割合は１８．９％となった（特別⾼圧に占める
割合︓７．８％、⾼圧に占める割合︓２１．７％、低圧に占める割合︓２５．１％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５７４者（特別⾼圧︓１３７者、⾼圧︓４５１
者、低圧︓５０４者）であった。 
 
 

注）2023 年２⽉３⽇公表時点の内容 注）2023 年１２⽉２８⽇公表時点の内容 



(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く７５２．５億 kWh（９．２％）で、次いで愛
知県が５６４．４億 kWh（６．９％）、⼤阪府が５３７．７億 kWh（６．５％）であっ
た。 

 
 

※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２３年３⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２３年７⽉７⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(3) 電気事業者の発電電⼒量は６４９．７億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が７０．
３億 kWh（１０．８％）、⽕⼒が４９４．９億 kWh（７６．２％）（燃料種別︓⽯炭
２０３．４億 kWh（３１．３％）、ＬＮＧ ２２７．９億 kWh（３５．１％）、⽯油 
１１．６億 kWh（１．８％）ほか）、新エネルギー等※２が５６．７億 kWh（８．７％）、
原⼦⼒が５５．２億 kWh（８．５％）などとなった。 

(4) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く６３．１億 kWh（９．７％）で、次いで神奈
川県が５５．２億 kWh（８．５％）、愛知県が４９．７億 kWh（７．６％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(7) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
６９５．０億 kWh で、対前年同⽉⽐１０．１％減となった。 

(8) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６６１．３億 kWh（内訳︓特別⾼圧１６８．８億
kWh、⾼圧２１３．２億 kWh、低圧２６５．１億 kWh（電灯２３７．６億 kWh、電⼒
２７．５億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐１０．５％減となった。 

(9) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は８８．２億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１７６．９億 kWh となり、その他需要の占める割合は６６．７％であった。 

(10) 新電⼒※４の販売電⼒量は１０４．７億 kWh（内訳:特別⾼圧７．５億 kWh、⾼圧 
３４．６億 kWh、低圧６２．６億 kWh（電灯５８．２億 kWh、電⼒４．４億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は１５．８％となった（特別⾼圧に占める割合︓４．４％、
⾼圧に占める割合︓１６．２％、低圧に占める割合︓２３．６％）。 

(11) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５０２者（特別⾼圧︓１０９者、⾼圧︓３９８
者、低圧︓４３１者）であった。 

(12) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く５７．５億 kWh（８．７％）で、次いで愛知
県が４５．７億 kWh（６．９％）、⼤阪府が４２．４億 kWh（６．４％）であった。 

 
 

注）2023 年２⽉３⽇公表時点の内容 

＊報告のあった事業者数 １４７７者 

＊報告のあった事業者数 ６８６者 

注）2023 年７⽉７⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2023 年 1 ⽉ 2023 年２⽉ 2023 年３⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

351.1 億 
kWh 

85.6％ 
347.1 億 

kWh 
85.9％ 

339.6 億 
kWh 

88.9％ 

新電⼒ 
58.8 億 

kWh 
14.3% 

56.9 億 
kWh 

14.1% 
42.1 億 

kWh 
11.0% 

合 計 
410.2 億 

kWh 
 

404.3 億 
kWh 

 
382.0 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

271.7 億 
kWh 

76.1% 
245.2 億 

kWh 
75.4% 

202.5 億 
kWh 

76.4% 

新電⼒ 
85.4 億 

kWh 
23.9% 

80.2 億 
kWh 

24.6% 
62.6 億 

kWh 
23.6% 

合 計 
357.0 億 

kWh 
 

325.4 億 
kWh 

 
265.1 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2023 年７⽉末に 2023 年４⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２３年２⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２３年６⽉１９⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(5) 電気事業者の発電電⼒量は７１８．９億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が４９．
２億 kWh（６．８％）、⽕⼒が５９１．７億 kWh（８２．３％）（燃料種別︓⽯炭２
５４．０億 kWh（３５．３％）、ＬＮＧ ２６７．１億 kWh（３７．２％）、⽯油 ２
２．４億 kWh（３．１％）ほか）、新エネルギー等※２が４７．５億 kWh（６．６％）、原
⼦⼒が５３．９億 kWh（７．５％）などとなった。 

(6) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く７１．９億 kWh（１０．０％）で、次いで神
奈川県が６７．７億 kWh（９．４％）、愛知県が６２．６億 kWh（８．７％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(13) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
７７６．９億 kWh で、対前年同⽉⽐６．１％減となった。 

(14) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は７４５．７億 kWh（内訳︓特別⾼圧１６４．２億
kWh、⾼圧２４０．１億 kWh、低圧３２５．４億 kWh（電灯２９１．９億 kWh、電⼒
３３．５億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐６．０％減となった。 

(15) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は１０４．０億 kWh、その他需
要（⾃由料⾦）※３は２２１．４億 kWh となり、その他需要の占める割合は６８．０％であった。 

(16) 新電⼒※４の販売電⼒量は１３７．１億 kWh（内訳:特別⾼圧１１．５億 kWh、⾼圧 
４５．４億 kWh、低圧８０．２億 kWh（電灯７４．５億 kWh、電⼒５．７億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は１８．４％となった（特別⾼圧に占める割合︓７．０％、
⾼圧に占める割合︓１８．９％、低圧に占める割合︓２４．６％）。 

(17) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５０２者（特別⾼圧︓１１２者、⾼圧︓３９６
者、低圧︓４３０者）であった。 

(18) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く７０．８億 kWh（９．５％）で、次いで愛知
県が４９．１億 kWh（６．６％）、⼤阪府が４７．０億 kWh（６．３％）であった。 

 
 

注）2023 年２⽉３⽇公表時点の内容 

＊報告のあった事業者数 １４７８者 

＊報告のあった事業者数 ６８１者 

注）2023 年６⽉ 19 ⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年 12 ⽉ 2023 年 1 ⽉ 2023 年２⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

343.5 億 
kWh 

85.3％ 
351.1 億 

kWh 
85.6％ 

347.1 億 
kWh 

85.9％ 

新電⼒ 
59.０億 

kWh 
14.6% 

58.8 億 
kWh 

14.3% 
56.9 億 

kWh 
14.1% 

合 計 
402.7 億 

kWh 
 

410.2 億 
kWh 

 
404.3 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

186.7 億 
kWh 

75.1% 
271.7 億 

kWh 
76.1% 

245.2 億 
kWh 

75.4% 

新電⼒ 
61.8 億 

kWh 
24.9% 

85.4 億 
kWh 

23.9% 
80.2 億 

kWh 
24.6% 

合 計 
248.5 億 

kWh 
 

357.0 億 
kWh 

 
325.4 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2023 年６⽉末に 2023 年３⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２３年１⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２３年５⽉１２⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(7) 電気事業者の発電電⼒量は８０８．４億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が５１．
４億 kWh（６．４％）、⽕⼒が６６７．９億 kWh（８２．６％）（燃料種別︓⽯炭２
８７．６億 kWh（３５．６％）、ＬＮＧ ２９５．２億 kWh（３６．５％）、⽯油 ２
８．４億 kWh（３．５％）ほか）、新エネルギー等※２が５０．１億 kWh（６．２％）、原
⼦⼒が６５．４億 kWh（８．１％）などとなった。 

(8) 都道府県別の発電電⼒量は、神奈川県が最も多く７１．５億 kWh（８．８％）で、次いで千
葉県が７０．０億 kWh（８．７％）、愛知県が６４．５億 kWh（８．０％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(19) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
８１９．３億 kWh で、対前年同⽉⽐５．１％減となった。 

(20) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は７８４．５億 kWh（内訳︓特別⾼圧１７１．４億
kWh、⾼圧２３８．８億 kWh、低圧３５７．０億 kWh（電灯３２１．６億 kWh、電⼒
３５．４億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐４．９％減となった。 

(21) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は１１４．４億 kWh、その他需
要（⾃由料⾦）※３は２４２．６億 kWh となり、その他需要の占める割合は６８．０％であった。 

(22) 新電⼒※４の販売電⼒量は１４４．２億 kWh（内訳:特別⾼圧１１．８億 kWh、⾼圧 
４７．１億 kWh、低圧８５．４億 kWh（電灯７９．３億 kWh、電⼒６．０億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は１８．４％となった（特別⾼圧に占める割合︓６．９％、
⾼圧に占める割合︓１９．７％、低圧に占める割合︓２３．９％）。 

(23) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５１４者（特別⾼圧︓１０９者、⾼圧︓４０４
者、低圧︓４４１者）であった。 

(24) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く６９．８億 kWh（８．９％）で、次いで愛知
県が５１．０億 kWh（６．５％）、⼤阪府が５０．１億 kWh（６．４％）であった。 

 
 

注）2023 年２⽉３⽇公表時点の内容 

＊報告のあった事業者数 １４７１者 

＊報告のあった事業者数 ７００者 

注）2023 年５⽉ 12 ⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年 11 ⽉ 2022 年 12 ⽉ 2023 年 1 ⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

332.7 億 
kWh 

85.6％ 
343.5 億 

kWh 
85.3％ 

351.1 億 
kWh 

85.6％ 

新電⼒ 
55.8 億 

kWh 
14.3% 

59.０億 
kWh 

14.6% 
58.8 億 

kWh 
14.3% 

合 計 
388.8 億 

kWh 
 

402.7 億 
kWh 

 
410.2 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

154.1 億 
kWh 

74.8% 
186.7 億 

kWh 
75.1% 

271.7 億 
kWh 

76.1% 

新電⼒ 
51.9 億 

kWh 
22.2% 

61.8 億 
kWh 

24.9% 
85.4 億 

kWh 
23.9% 

合 計 
206.0 億 

kWh 
 

248.5 億 
kWh 

 
357.0 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2023 年５⽉末に 2023 年２⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２２年１２⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２３年４⽉４⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(9) 電気事業者の発電電⼒量は７８４．８億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が５０．
１億 kWh（６．４％）、⽕⼒が６５４．７億 kWh（８３．４％）（燃料種別︓⽯炭２
７５．１億 kWh（３５．１％）、ＬＮＧ ２９８．５億 kWh（３８．０％）、⽯油 ２
４．６億 kWh（３．１％）ほか）、新エネルギー等※２が４９．５億 kWh（６．３％）、原
⼦⼒が５６．４億 kWh（７．２％）などとなった。 

(10) 都道府県別の発電電⼒量は、神奈川県が最も多く７２．１億 kWh（９．２％）で、次いで千
葉県が６７．９億 kWh（８．７％）、愛知県が５９．５億 kWh（７．６％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(25) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
７０２．０億 kWh で、対前年同⽉⽐４．２％減となった。 

(26) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６６７．５億 kWh（内訳︓特別⾼圧１７６．３億
kWh、⾼圧２２６．４億 kWh、低圧２４８．５億 kWh（電灯２２３．５億 kWh、電⼒
２５．０億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐３．９％減となった。 

(27) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は８０．９億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１６７．６億 kWh となり、その他需要の占める割合は６７．５％であった。 

(28) 新電⼒※４の販売電⼒量は１２０．８億 kWh（内訳:特別⾼圧１２．４億 kWh、⾼圧 
４６．６億 kWh、低圧６１．８億 kWh（電灯５７．４億 kWh、電⼒４．５億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は１８．１％となった（特別⾼圧に占める割合︓７．１％、
⾼圧に占める割合︓２０．６％、低圧に占める割合︓２４．９％）。 

(29) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５２２者（特別⾼圧︓１０９者、⾼圧︓４０６
者、低圧︓４５１者）であった。 

(30) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く６０．０億 kWh（９．０％）で、次いで愛知
県が４４．４億 kWh（６．７％）、⼤阪府が４１．６億 kWh（６．２％）であった。 

 
 

注）2023 年２⽉３⽇公表時点の内容 

＊報告のあった事業者数 １４９０者 

＊報告のあった事業者数 ７１２者 

注）2023 年４⽉４⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年 10 ⽉ 2022 年 11 ⽉ 2022 年 12 ⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

381.3 億 
kWh 

86.4％ 
332.7 億 

kWh 
85.6％ 

343.5 億 
kWh 

85.3％ 

新電⼒ 
59.5 億 

kWh 
13.5% 

55.8 億 
kWh 

14.3% 
59.０億 

kWh 
14.6% 

合 計 
441.1 億 

kWh 
 

388.8 億 
kWh 

 
402.7 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

190.8 億 
kWh 

77.8% 
154.1 億 

kWh 
74.8% 

186.7 億 
kWh 

75.1% 

新電⼒ 
54.4 億 

kWh 
22.2% 

51.9 億 
kWh 

22.2% 
61.8 億 

kWh 
24.9% 

合 計 
245.3 億 

kWh 
 

206.0 億 
kWh 

 
248.5 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2023 年４⽉末に 2023 年 1 ⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２２年１１⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２３年 3 ⽉ 7 ⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(11) 電気事業者の発電電⼒量は６２５．２億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が３８．
５億 kWh（６．２％）、⽕⼒が５１９．５億 kWh（８３．１％）（燃料種別︓⽯炭２
３０．１億 kWh（３６．８％）、ＬＮＧ ２２８．３億 kWh（３６．５％）、⽯油 １
３．７億 kWh（２．２％）ほか）、新エネルギー等※２が４４．５億 kWh（７．１％）、原
⼦⼒が４５．０億 kWh（７．２％）などとなった。 

(12) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く５５．３億 kWh（８．８％）で、次いで神奈
川県が５２．７億 kWh（８．４％）、愛知県が５０．７億 kWh（８．１％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(31) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
６４２．３億 kWh で、対前年同⽉⽐４．１％減となった。 

(32) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６１０．４億 kWh（内訳︓特別⾼圧１７６．２億
kWh、⾼圧２１２．６億 kWh、低圧２０６．０億 kWh（電灯１８４．７億 kWh、電⼒
２１．３億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐３．６％減となった。 

(33) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は６９．０億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１３７．０億 kWh となり、その他需要の占める割合は６６．５％であった。 

(34) 新電⼒※４の販売電⼒量は１０７．７億 kWh（内訳:特別⾼圧１２．９億 kWh、⾼圧 
４２．８億 kWh、低圧５１．９億 kWh（電灯４８．１億 kWh、電⼒３．８億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は１７．６％となった（特別⾼圧に占める割合︓７．３％、
⾼圧に占める割合︓２０．２％、低圧に占める割合︓２５．２％）。 

(35) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５２６者（特別⾼圧︓１１３者、⾼圧︓４０８
者、低圧︓４５４者）であった。 

(36) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く５４．４億 kWh（８．９％）で、次いで愛知
県が４２．１億 kWh（６．９％）、⼤阪府が３８．３億 kWh（６．３％）であった。 

 
 

注）2023 年２⽉３⽇公表時点の内容 

＊報告のあった事業者数 １４８７者 

＊報告のあった事業者数 ７１５者 

注）2023 年３⽉７⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年９⽉ 2022 年 10 ⽉ 2022 年 11 ⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

381.3 億 
kWh 

84.5％ 
381.3 億 

kWh 
86.4％ 

332.7 億 
kWh 

85.6％ 

新電⼒ 
69.5 億 

kWh 
15.4% 

59.5 億 
kWh 

13.5% 
55.8 億 

kWh 
14.3% 

合 計 
451.5 億 

kWh 
 

441.1 億 
kWh 

 
388.8 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

190.8 億 
kWh 

73.2% 
190.8 億 

kWh 
77.8% 

154.1 億 
kWh 

74.8% 

新電⼒ 
69.9 億 

kWh 
26.8% 

54.4 億 
kWh 

22.2% 
51.9 億 

kWh 
22.2% 

合 計 
260.8 億 

kWh 
 

245.3 億 
kWh 

 
206.0 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2023 年３⽉末に 2022 年 1２⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



結果概要 【２０２２年１０⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２３年２⽉３⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(13) 電気事業者の発電電⼒量は６２７．８億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が５７．
６億 kWh（９．２％）、⽕⼒が５０５．０億 kWh（８０．５％）（燃料種別︓⽯炭２
２８．２億 kWh（３６．３％）、ＬＮＧ ２１９．０億 kWh（３４．９％）、⽯油 １
２．６億 kWh（２．０％）ほか）、新エネルギー等※２が４８．６億 kWh（７．７％）、原
⼦⼒が４１．１億 kWh（６．５％）などとなった。 

(14) 都道府県別の発電電⼒量は、神奈川県が最も多く５８．５億 kWh（９．３％）で、次いで千
葉県が５４．９億 kWh（８．７％）、愛知県が５５．３億 kWh（８．８％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(37) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
７０６．２億 kWh で、対前年同⽉⽐５．４％増となった。 

(38) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は７０４．０億 kWh（内訳︓特別⾼圧１８９．９億
kWh、⾼圧２５１．２億 kWh、低圧２４５．３億 kWh（電灯２１４．０億 kWh、電⼒
３１．３億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐１１．１％増となった。 

(39) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は９２．２億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１５３．１億 kWh となり、その他需要の占める割合は６２．４％であった。 

(40) 新電⼒※４の販売電⼒量は１１３．９億 kWh（内訳:特別⾼圧１３．９億 kWh、⾼圧 
４５．６億 kWh、低圧５４．４億 kWh（電灯４９．５億 kWh、電⼒５．０億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は１６．２％となった（特別⾼圧に占める割合︓７．３％、
⾼圧に占める割合︓１８．１％、低圧に占める割合︓２２．２％）。 

(41) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５２９者（特別⾼圧︓１１２者、⾼圧︓４１１
者、低圧︓４５９者）であった。 

(42) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く５６．８億 kWh（８．９％）で、次いで愛知
県が４５．２億 kWh（７．１％）、⼤阪府が４２．５億 kWh（６．７％）であった。 

 
 

＊報告のあった事業者数 １４８３者 

＊報告のあった事業者数 ７１４者 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年８⽉ 2022 年９⽉ 2022 年 10 ⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

393.6 億 
kWh 

83.5％ 
381.3 億 

kWh 
84.5％ 

381.3 億 
kWh 

86.4％ 

新電⼒ 
77.4 億 

kWh 
16.4% 

69.5 億 
kWh 

15.4% 
59.5 億 

kWh 
13.5% 

合 計 
471.5 億 

kWh 
 

451.5 億 
kWh 

 
441.1 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

204.2 億 
kWh 

72.6% 
190.8 億 

kWh 
73.2% 

190.8 億 
kWh 

77.8% 

新電⼒ 
76.9 億 

kWh 
27.4% 

69.9 億 
kWh 

26.8% 
54.4 億 

kWh 
22.2% 

合 計 
281.2 億 

kWh 
 

260.8 億 
kWh 

 
245.3 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2023 年２⽉末に 2022 年 1１⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２２年９⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２3 年１⽉１３⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(15) 電気事業者の発電電⼒量は６９９．４億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８５．
３億 kWh（１２．２％）、⽕⼒が５４７．７億 kWh（７８．３％）（燃料種別︓⽯炭
２５１．３億 kWh（３５．９％）、ＬＮＧ ２２５．５億 kWh（３２．２％）、⽯油 
１６．８億 kWh（２．４％）ほか）、新エネルギー等※２が５０．１億 kWh（７．２％）、
原⼦⼒が４１．９億 kWh（６．０％）などとなった。 

(16) 都道府県別の発電電⼒量は、神奈川県が最も多く６１．４億 kWh（８．８％）で、次いで千
葉県が６０．１億 kWh（８．６％）、愛知県が６１．０億 kWh（８．７％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(43) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
７６４．３億 kWh で、対前年同⽉⽐３．４％増となった。 

(44) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は７２９．６億 kWh（内訳︓特別⾼圧１９１．２億
kWh、⾼圧２６０．０億 kWh、低圧２６０．８億 kWh（電灯２２７．４億 kWh、電⼒
３３．３億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐４．２％増となった。 

(45) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は９２．２億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１６８．６億 kWh となり、その他需要の占める割合は６４．６％であった。 

(46) 新電⼒※４の販売電⼒量は１３９．４億 kWh（内訳:特別⾼圧１５．２億 kWh、⾼圧 
５４．３億 kWh、低圧６９．９億 kWh（電灯６２．９億 kWh、電⼒７．０億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は１９．１％となった（特別⾼圧に占める割合︓７．９％、
⾼圧に占める割合︓２０．９％、低圧に占める割合︓２６．８％）。 

(47) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５３４者（特別⾼圧︓１１４者、⾼圧︓４１５
者、低圧︓４６３者）であった。 

(48) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く６８．４億 kWh（９．４％）で、次いで愛知
県が５３．１億 kWh（７．３％）、⼤阪府が５１．３億 kWh（７．０％）であった。 

 
 

＊報告のあった事業者数 １４９２者 

＊報告のあった事業者数 ７１４者 

注）2023 年１⽉１６⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年７⽉ 2022 年８⽉ 2022 年９⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

389.2 億 
kWh 

82.9％ 
393.6 億 

kWh 
83.5％ 

381.3 億 
kWh 

84.5％ 

新電⼒ 
79.6 億 

kWh 
17.0% 

77.4 億 
kWh 

16.4% 
69.5 億 

kWh 
15.4% 

合 計 
469.4 億 

kWh 
 

471.5 億 
kWh 

 
451.5 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

177.0 億 
kWh 

73.3% 
204.2 億 

kWh 
72.6% 

190.8 億 
kWh 

73.2% 

新電⼒ 
64.4 億 

kWh 
26.7% 

76.9 億 
kWh 

27.4% 
69.9 億 

kWh 
26.8% 

合 計 
241.5 億 

kWh 
 

281.2 億 
kWh 

 
260.8 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2023 年 1 ⽉末に 2022 年 10 ⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２２年８⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２２年１２⽉１９⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(17) 電気事業者の発電電⼒量は７８６．７億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８５．
３億 kWh（１０．８％）、⽕⼒が６２５．６億 kWh（７９．５％）（燃料種別︓⽯炭
２７６．２億 kWh（３５．１％）、ＬＮＧ ２７０．５億 kWh（３４．４％）、⽯油 
２１．１億 kWh（２．７％）ほか）、新エネルギー等※２が５２．７億 kWh（６．７％）、
原⼦⼒が４９．０億 kWh（６．２％）などとなった。 

(18) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く７５．６億 kWh（９．６％）で、次いで神奈
川県が６９．５億 kWh（８．８％）、愛知県が６４．５億 kWh（８．２％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(49) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
８０５．３億 kWh で、対前年同⽉⽐１．０％増となった。 

(50) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は７６８．５億 kWh（内訳︓特別⾼圧１９６．５億
kWh、⾼圧２７５．０億 kWh、低圧２８１．２億 kWh（電灯２４４．９億 kWh、電⼒
３６．３億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐１．４％増となった。 

(51) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は９９．９億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１８１．３億 kWh となり、その他需要の占める割合は６４．５％であった。 

(52) 新電⼒※４の販売電⼒量は１５４．４億 kWh（内訳:特別⾼圧１５．７億 kWh、⾼圧 
６１．８億 kWh、低圧７６．９億 kWh（電灯６９．２億 kWh、電⼒７．７億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２０．０％となった（特別⾼圧に占める割合︓８．０％、
⾼圧に占める割合︓２２．５％、低圧に占める割合︓２７．４％）。 

(53) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５３７者（特別⾼圧︓１１７者、⾼圧︓４１８
者、低圧︓４６７者）であった。 

(54) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く７５．５億 kWh（９．８％）で、次いで愛知
県が５２．７億 kWh（６．９％）、⼤阪府が５３．６億 kWh（７．０％）であった。 

 
 

＊報告のあった事業者数 １４８７者 

＊報告のあった事業者数 ７２０者 

注）2022 年１２⽉１９⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年６⽉ 2022 年７⽉ 2022 年８⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

352.7 億 
kWh 

82.6% 
389.2 億 

kWh 
82.9％ 

393.6 億 
kWh 

83.5％ 

新電⼒ 
74.1 億 

kWh 
17.3% 

79.6 億 
kWh 

17.0% 
77.4 億 

kWh 
16.4% 

合 計 
427.2 億 

kWh 
 

469.4 億 
kWh 

 
471.5 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

139.6 億 
kWh 

74.8% 
177.0 億 

kWh 
73.3% 

204.2 億 
kWh 

72.6% 

新電⼒ 
47.0 億 

kWh 
25.2% 

64.4 億 
kWh 

26.7% 
76.9 億 

kWh 
27.4% 

合 計 
186.6 億 

kWh 
 

241.5 億 
kWh 

 
281.2 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年 1２⽉末に 2022 年９⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２２年７⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２２年１１⽉１６⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(19) 電気事業者の発電電⼒量は７７５．６億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８３．
４億 kWh（１０．７％）、⽕⼒が６２８．７億 kWh（８１．１％）（燃料種別︓⽯炭
２６２．５億 kWh（３３．８％）、ＬＮＧ ２８９．７億 kWh（３７．３％）、⽯油 
１９．５億 kWh（２．５％）ほか）、新エネルギー等※２が５０．０億 kWh（６．５％）、
原⼦⼒が３７．４億 kWh（４．８％）などとなった。 

(20) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く７９．１億 kWh（１０．２％）で、次いで神
奈川県が７１．１億 kWh（９．２％）、愛知県が５９．７億 kWh（７．７％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(55) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
７５７．５億 kWh で、対前年同⽉⽐１．５％増となった。 

(56) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は７２１．４億 kWh（内訳︓特別⾼圧２０３．４億
kWh、⾼圧２６６．０億 kWh、低圧２４１．５億 kWh（電灯２０９．６億 kWh、電⼒
３１．９億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐２．０％増となった。 

(57) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は８６．１億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１５５．４億 kWh となり、その他需要の占める割合は６４．３％であった。 

(58) 新電⼒※４の販売電⼒量は１４４．０億 kWh（内訳:特別⾼圧１６．３億 kWh、⾼圧 
６３．３億 kWh、低圧６４．４億 kWh（電灯５７．８億 kWh、電⼒６．６億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２０．０％となった（特別⾼圧に占める割合︓８．０％、
⾼圧に占める割合︓２３．８％、低圧に占める割合︓２６．７％）。 

(59) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５４３者（特別⾼圧︓１１８者、⾼圧︓４１５
者、低圧︓４７７者）であった。 

(60) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く６８．７億 kWh（９．５％）で、次いで愛知
県が５０．６億 kWh（７．０％）、⼤阪府が４９．３億 kWh（６．８％）であった。 

 
 

＊報告のあった事業者数 １４７９者 

＊報告のあった事業者数 ７２２者 

注）2022 年１１⽉１６⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年５⽉ 2022 年６⽉ 2022 年７⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

322.1 億 
kWh 

82.7% 
352.7 億 

kWh 
82.6％ 

389.2 億 
kWh 

82.9％ 

新電⼒ 
67.0 億 

kWh 
17.2% 

74.1 億 
kWh 

17.3% 
79.6 億 

kWh 
17.0% 

合 計 
389.6 億 

kWh 
 

427.2 億 
kWh 

 
469.4 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

158.1 億 
kWh 

75.9% 
139.6 億 

kWh 
74.8% 

177.0 億 
kWh 

73.3% 

新電⼒ 
50.2 億 

kWh 
24.1% 

47.0 億 
kWh 

25.2% 
64.4 億 

kWh 
26.7% 

合 計 
208.3 億 

kWh 
 

186.6 億 
kWh 

 
241.5 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年 1１⽉末に 2022 年８⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２２年６⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２２年１０⽉１３⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(21) 電気事業者の発電電⼒量は６５５．７億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８０．
８億 kWh（１２．３％）、⽕⼒が５２０．１億 kWh（７９．３％）（燃料種別︓⽯炭
１９５．７億 kWh（２９．８％）、ＬＮＧ ２６４．６億 kWh（４０．４％）、⽯油 
１４．８億 kWh（２．３％）ほか）、新エネルギー等※２が５０．３億 kWh（７．７％）、
原⼦⼒が２６．０億 kWh（４．０％）などとなった。 

(22) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く６８．８億 kWh（１０．５％）で、次いで神
奈川県が６２．２億 kWh（９．５％）、愛知県が４９．６億 kWh（７．６％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(61) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
６５２．９億 kWh で、対前年同⽉⽐０．８％減となった。 

(62) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６２０．０億 kWh（内訳︓特別⾼圧１９２．６億
kWh、⾼圧２３４．７億 kWh、低圧１８６．６億 kWh（電灯１６３．７億 kWh、電⼒
２３．０億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐０．４％減となった。 

(63) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は６５．８億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１２０．８億 kWh となり、その他需要の占める割合は６４．８％であった。 

(64) 新電⼒※４の販売電⼒量は１２１．２億 kWh（内訳:特別⾼圧１６．２億 kWh、⾼圧 
５７．９億 kWh、低圧４７．０億 kWh（電灯４２．９億 kWh、電⼒４．２億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は１９．５％となった（特別⾼圧に占める割合︓８．４％、
⾼圧に占める割合︓２４．７％、低圧に占める割合︓２５．２％）。 

(65) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５５１者（特別⾼圧︓１１６者、⾼圧︓４２１
者、低圧︓４８３者）であった。 

(66) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く５６．５億 kWh（９．１）で、次いで愛知県
が４４．２億 kWh（７．１％）、⼤阪府が４０．０億 kWh（６．５％）であった。 

 
 

＊報告のあった事業者数 １４９７者 

＊報告のあった事業者数 ７３１者 

注）2022 年１０⽉１３⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年４⽉ 2022 年５⽉ 2022 年６⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

332.4 億 
kWh 

82.2% 
322.1 億 

kWh 
82.7% 

352.7 億 
kWh 

82.6 

新電⼒ 
71.6 億 

kWh 
17.7% 

67.0 億 
kWh 

17.2% 
74.1 億 

kWh 
17.3% 

合 計 
404.3 億 

kWh 
 

389.6 億 
kWh 

 
427.2 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

192.4 億 
kWh 

76.2% 
158.1 億 

kWh 
75.9% 

139.6 億 
kWh 

74.8% 

新電⼒ 
60.1 億 

kWh 
23.8% 

50.2 億 
kWh 

24.1% 
47.0 億 

kWh 
25.2% 

合 計 
252.6 億 

kWh 
 

208.3 億 
kWh 

 
186.6 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年 10 ⽉末に 2022 年７⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２２年５⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２２年９⽉９⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(23) 電気事業者の発電電⼒量は５８８．４億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が９４．
０億 kWh（１６．０％）、⽕⼒が４３５．７億 kWh（７４．１％）（燃料種別︓⽯炭
１６１．９億 kWh（２７．５％）、ＬＮＧ ２１８．５億 kWh（３７．１％）、⽯油 
１０．６億 kWh（１．８％）ほか）、新エネルギー等※２が５１．２億 kWh（８．７％）、
原⼦⼒が２８．５億 kWh（４．８％）などとなった。 

(24) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く５７．４億 kWh（９．８％）で、次いで神奈
川県が５０．６億 kWh（８．６％）、愛知県が４１．８億 kWh（７．１％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(67) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
６３７．２億 kWh で、対前年同⽉⽐１．２％減となった。 

(68) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６０２．８億 kWh（内訳︓特別⾼圧１７９．３億
kWh、⾼圧２１０．２億 kWh、低圧２０８．３億 kWh（電灯１８５．２億 kWh、電⼒
２３．１億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐０．９％減となった。 

(69) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は７１．５億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１３６．９億 kWh となり、その他需要の占める割合は６５．７％であった。 

(70) 新電⼒※４の販売電⼒量は１１７．３億 kWh（内訳:特別⾼圧１５．２億 kWh、⾼圧 
５１．８億 kWh、低圧５０．２億 kWh（電灯４６．３億 kWh、電⼒４．０億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は１９．５％となった（特別⾼圧に占める割合︓８．５％、
⾼圧に占める割合︓２４．６％、低圧に占める割合︓２４．１％）。 

(71) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５５５者（特別⾼圧︓１１２者、⾼圧︓４２７
者、低圧︓４８６者）であった。 

(72) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く５９．１億 kWh（８．９％）で、次いで愛知
県が４４．８億 kWh（６．８％）、⼤阪府が４２．１億 kWh（６．４％）であった。 

 
 

＊報告のあった事業者数 １４９２者 

＊報告のあった事業者数 ７３１者 

注）2022 年９⽉９⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年３⽉ 2022 年４⽉ 2022 年５⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

347.0 億 
kWh 

80.5% 
332.4 億 

kWh 
82.2% 

322.1 億 
kWh 

82.7% 

新電⼒ 
83.5 億 

kWh 
19.4% 

71.6 億 
kWh 

17.7% 
67.0 億 

kWh 
17.2% 

合 計 
430.8 億 

kWh 
 

404.3 億 
kWh 

 
389.6 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

233.8 億 
kWh 

76.5% 
192.4 億 

kWh 
76.2% 

158.1 億 
kWh 

75.9% 

新電⼒ 
72.0 億 

kWh 
23.5% 

60.1 億 
kWh 

23.8% 
50.2 億 

kWh 
24.1% 

合 計 
305.7 億 

kWh 
 

252.6 億 
kWh 

 
208.3 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年９⽉末に 2022 年６⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
  



 結果概要 【２０２２年４⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２２年８⽉９⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(25) 電気事業者の発電電⼒量は６０７．２億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８６．
７億 kWh（１４．３％）、⽕⼒が４５６．０億 kWh（７５．１％）（燃料種別︓⽯炭
１８０．８億 kWh（２９．８％）、ＬＮＧ ２１４．１億 kWh（３５．３％）、⽯油 
１６．８億 kWh（２．８％）ほか）、新エネルギー等※２が５１．１億 kWh（８．４％）、
原⼦⼒が３５．６億 kWh（５．９％）などとなった。 

(26) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く５８．８億 kWh（９．７％）で、次いで神奈
川県が５４．９億 kWh（９．０％）、愛知県が４８．６億 kWh（８．０％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(73) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
６９４．６億 kWh で、対前年同⽉⽐１．３％増となった。 

(74) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６６０．９億 kWh（内訳︓特別⾼圧４０４．３億
kWh、⾼圧２２５．２億 kWh、低圧２５２．６億 kWh（電灯２２６．２億 kWh、電⼒
２６．３億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐１．８％増となった。 

(75) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は８３．８億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１６８．７億 kWh となり、その他需要の占める割合は６６．８％であった。 

(76) 新電⼒※４の販売電⼒量は１３１．７億 kWh（内訳:特別⾼圧１５．７億 kWh、⾼圧 
５５．９億 kWh、低圧６０．１億 kWh（電灯５５．５億 kWh、電⼒４．７億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は１９．９％となった（特別⾼圧に占める割合︓８．７％、
⾼圧に占める割合︓２４．８％、低圧に占める割合︓２３．８％）。 

(77) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５５４者（特別⾼圧︓１１５者、⾼圧︓４２４
者、低圧︓４８２者）であった。 

(78) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く５９．１億 kWh（８．９％）で、次いで愛知
県が４４．８億 kWh（６．８％）、⼤阪府が４２．１億 kWh（６．４％）であった。 

 
 

＊報告のあった事業者数 １４６４者 

＊報告のあった事業者数 ７２７者 

注）2022 年８⽉９⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年２⽉ 2022 年３⽉ 2022 年４⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

349.4 億 
kWh 

80.5% 
347.0 億 

kWh 
80.5% 

332.4 億 
kWh 

82.2% 

新電⼒ 
84.3 億 

kWh 
19.4% 

83.5 億 
kWh 

19.4% 
71.6 億 

kWh 
17.7% 

合 計 
442.9 億 

kWh 
 

430.8 億 
kWh 

 
404.3 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

268.5 億 
kWh 

78.5% 
233.8 億 

kWh 
76.5% 

192.4 億 
kWh 

76.2% 

新電⼒ 
85.7 億 

kWh 
24.2% 

72.0 億 
kWh 

23.5% 
60.1 億 

kWh 
23.8% 

合 計 
380.1 億 

kWh 
 

305.7 億 
kWh 

 
252.6 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年８⽉末に 2022 年５⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 


